
 
 

 

 

平成 24 年 2 月 2 日 

 
  震災復興に向けた北茨城市、北茨城市観光協会、㈱ＪＴＢ関東及び当行 

による包括的提携協定の締結について 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 
筑波銀行（頭取：木村  興三、本店：茨城県土浦市）は、北茨城市の東日本大震災からの復

旧・復興を全面かつ継続的に支援し地域の発展に貢献することを目的として、北茨城市、北

茨城市観光協会、株式会社ＪＴＢ関東及び当行の四者間で「包括的提携協定」の締結に合意

し、本日協定を締結いたしましたのでお知らせいたします。  
 
昨年３月に発生した東日本大震災は当行の主要地盤である茨城県に甚大な被害をもたらし

ました。特に県北、県央部および太平洋沿岸部においては、地震に起因した原発事故や液状

化現象の影響を大きく受け、現在においても観光客の減少や主要生産物の風評被害、住宅被

害等が深刻です。 

当行では、東日本大震災からの着実かつ力強い復興を願って命名した“地域復興支援プロ

ジェクト『あゆみ』”のもと、地域経済ならびにお取引先さまの未曾有の危機に対処するため、

茨城県や市町村および各種支援機関等と連携しながら、地域社会や地域経済の面的な復興・

再生に貢献してまいります。  
 

１．協定の目的 

   北茨城市の東日本大震災からの復興・復旧ならびに地域の発展を目的とする。

 

２．協定締結者 

   北茨城市、北茨城市観光協会、株式会社筑波銀行、株式会社ＪＴＢ関東 

 

３．協定締結日 

   平成 24 年 2 月 2 日  
 
４．提携・協力事項 

  （１）東日本大震災にかかる地域経済の復旧・復興に関する事項  
  （２）地域経済の活性化に関する事項  
  （３）その他本協定の目的に資する事項  
  

 

以 上  



 

＜参考＞ 地域復興支援プロジェクト『あゆみ』による復興支援概要  
 

 
 

１．面的再生への取組み 

昨年３月に発生した東日本大震災は当行の主要地盤である茨城県に甚大な被害をもたらし

ました。特に県北、県央部および太平洋沿岸部においては、地震に起因した原発事故や液状

化現象の影響を大きく受け、現在においても観光客（特に宿泊客）の減少や主要生産物の風

評被害、住宅被害等が深刻です。そのような地域においては被災者への個別の対応と併せて

地域全体を活性化させていく面的な取組みが不可欠であり、地域金融機関として「面的再生」

の観点から、北茨城市の復旧・復興に貢献してまいります。 

 
２．四者提携とした理由 

 北茨城市の具体的復旧・復興に向け、実効性・実現性の高いプロジェクトを企画・実行し

ていく必要性から、観光業界国内大手で幅広く豊富なノウハウを持つ株式会社ＪＴＢ関東と

連携を図りました。また、全面かつ継続的に北茨城市を支援していく態勢を強固なものにす

べく北茨城市観光協会を含めた四者による包括的提携協定となりました。 

 

３．具体的取組内容 

 北茨城市の経済復興に向け、提携金融機関として主体的に以下の項目に関する提案・協力

を行います。 

（１）観光振興 

 地域情報誌の発刊による観光認知度の向上 

 宿泊客誘致を目的とした各種観光イベントの実施 

 新たな観光スポットの創設に向けた提案 

（２）市産品の販売促進および消費促進 

 ビジネスマッチングによる販路拡大  
 市産品の販売促進を目的とした物産展の開催協力  
 市産品の銀行景品への積極的採用  
 行内宿泊補助金制度の創設による役職員への宿泊斡旋  

以 上   

地域復興支援プロジェクト『あゆみ』フレームワーク

実 態 把 握
情報の収集・蓄積

事業性融資全先訪問

住宅ローン先全先訪問

当行外取引先を含めた

地域における面的な活動

地域復興支援プロジェクト 『あゆみ』
～ 地域の再生・発展を目指して ～

被災地域への人員の重点配置

復興再生支援

経営支援

事業再生支援

復興支援融資

積極的なご融資

条件変更への対応

復興支援ソリューション

ソリューション機能の発揮

自治体等との連携

（対象地域：当行店舗所在1都4県）

地域復興支援プロジェクトメニュー

地域復興支援プロジェクト 『あゆみ』

プ ロ ジ ェ ク ト メ ニ ュ ー

融資推進の円滑化に
資する方策

事業再生支援の方策
復興ソリューションに

関する方策
その他の方策

（CSRの観点から）

◆被災地域への人員の
重点配置

◆事業性融資への
取り組み強化

◆消費性融資への
取り組み強化

◆貸付条件の変更等に
関する申込みへの柔軟な
対応

◆中小企業診断士の配置
および支援専担者の増員

◆対応方針協議会に
基づく強化

◆事業性融資全先訪問に
基づく強化

◆抜本的な事業再生が
必要な企業に対する支援

◆復興支援ソリューション
対応専担者の配置

◆各営業店に
「相談窓口」を設置

◆ビジネスマッチングの
支援強化

◆自治体等外部機関と
連携した取り組み

◆筑波ボランティアクラブ
の立ち上げ

◆ベルマーク収集活動の
実施による被災地支援

◆東日本大震災応援定期
預金の取扱い

◆復興支援ファンドの購入

震災復興関連融資 地域の面的活性化


